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TOPICS 
■中小企業の正社員賃上げ率 4.03％ 実施しな
い企業も 二極化傾向に 
～日本商工会議所・東京商工会議所の調査より 

日本商工会議所・東京商工会議所は６月４日、「中

小企業の賃金改定に関する調査」集計結果を発表しま

した。全国の会員企業を対象に調査したもので、2025

年４月 14日から５月 16日にかけて行い、3,042社か

ら回答を得ました。 

定期昇給とベースアップを合わせた正社員の賃上

げ率が平均で４％を超えましたが、一方で、賃上げし

ない企業も全体の２割に及び、二極化の傾向がみられ

るとしています。 
 

◆賃上げを実施する企業は全体で約７割、20人以下の

小規模企業で約６割 

2025年度に賃上げを実施した企業（予定を含む）は

69.6％と、前年より 4.7ポイント低下しました。20人

以下の小規模企業では 57.7%で 5.6ポイント低下して

います。また、現時点で「未定」との回答は 23.5％で

3.1ポイント上昇。価格転嫁の遅れや米国関税措置等

で先行き不透明感を懸念する声もあり、昨年に比べ、

「未定」の回答が増加しています。 
 

◆正社員の賃上げ率は 4.03％、昨年比 0.41ポイント

の増加 

中小企業全体の正社員の賃上げ額（月給）は、加重

平均で 1万 1,074円と、昨年より 1,412円上回りまし

た。賃上げ率は 4.03％で、昨年対比では、0.41ポイ

ント増加しています。 

20人以下の小規模企業では、賃上げ額（月給）は加

重平均 9,568円、賃上げ率は 3.54％で、昨年より 0.20

ポイントの増加です。 
 

◆パート・アルバイトの賃上げ率は 4.21％、昨年比

0.78ポイントの上昇 

パート・アルバイト等の賃上げ額（時給）は 46.5

円、賃上げ率は 4.21％で 0.78ポイントの増加です。 

一方、20人以下の小規模企業では、賃上げ額は 37.4

円、賃上げ率は 3.30％で、昨年より 0.58ポイントの

減少となっています。 

賃上げ率は全体では４％を超えるなど、中小企業も

賃上げに最大限努力していますが、小規模企業は全体

と比較し賃上げ額・率ともに低位となっていることか

ら、より重点的な支援が求められます。 

 
【日本商工会議所・東京商工会議所「中小企業の賃金改定に関する調

査」集計結果】https://www.jcci.or.jp/20250604_research.pdf 

 

 

弊社夏季休業日について 

8 月１２日（火） 

ご迷惑をおかけしますが、よろしくお願いいたします。 

         

             

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年休取得義務化６年目の現状 
～厚生労働省「労働時間制度等に関する実態調査

結果」より 

年次有給休暇のうち年５日の時季指定義務が法定

されてから６年が経過しました。厚生労働省の調査に

よると、時季指定義務の運用方法は次のような割合

（10 人未満事業所を除く）になっています。 

 

①  切替始めに計画年休制度により 

年５日を指定     16.3％ 

②  労働者の意見を聞いた上で使用者が 

年５日を指定     14.2％ 

③  労働者の取得に委ねて年５日取得 

できている      62.0％ 

④  労働者の意見を聞かずに使用者が 

年５日を指定      1.9％ 

⑤  指定できておらず、年５日取得 

できていない      3.4％ 

 

◆制度運用の課題 

企業規模別では、「企業規模 300～499 人」では①

が 38.4％と他の企業規模（10 人未満を除く）の平均

より約３倍も多くなっている一方、⑤が 9.1％と約 4

倍も多いことです。つまり、300～499 人規模の企業

では年間計画を立てている企業が多い一方、年５日取

得できていない労働者がいる企業も多いということ

です。 

これは、従業員が増えることで管理が難しくなるこ

とを示しています。管理のためには制度化が必要です

が、一方で計画を立てすぎると柔軟な運用が難しくな

り、現場の納得感も得られにくくなります。制度の運

用方法を見直す際は、こうした点に留意することが重

要です。 

◆消滅年休の活用 

また、２年の時効を迎えた年次有給休暇について

は、「そのまま消滅」としている企業が 60.0％と多数

を占める一方、「特別休暇等として積み立てている」

企業は 6.6％にとどまっています。こうした有効活用

の取組みは、企業の魅力向上にもつながる可能性があ

ります。 

現在、人手不足や採用難が深刻化しており、今後は

介護離職による労働力不足も懸念されています。対策

として、介護などの理由で年休を有効活用できる制度

の導入を検討してみてはいかがでしょうか。 

 

【厚生労働省「労働時間制度等に関する実態調査結果について（概

要）」】https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001491863.pdf 

 

 

 

 

 


